
数値目標
別紙１

数値目標設定指標 現状（直近の値）  2020年

Ⅰ
就
労
に
よ
る
経
済
的
自
立
が
可
能
な
社
会

① 就業率
（Ⅱ、Ⅲにも関わるものである）

20～64歳　　　　74.6％ 80％

15歳以上　　　　56.9％ 57％

20～34歳　　　　73.6％ 77％

25～44歳　女性　66.0% 73％

60～64歳　　　　57.0％ 63％

② 時間当たり労働生産性の伸び率（実質、
年平均）（Ⅱ、Ⅲにも関わるものである）

1.7%
（2000～2009年度の10年間平均）

実質GDP成長率に関する目標
（２％を上回る水準）より高
い水準（※）

③ フリーターの数 約178万人
（2003年にピークの217万人）

124万人
※ピーク時比で約半減

Ⅱ 

健
康
で
豊
か
な
生
活
の
た
め

の
時
間
が
確
保
で
き
る
社
会

④ 労働時間等の課題について労使が話し
合いの機会を設けている割合 52.1％ 全ての企業で実施

⑤ 週労働時間60時間以上の雇用者の割合 10.0% ５割減

⑥ 年次有給休暇取得率 47.4％ 70%

⑦ メンタルヘルスケアに関する措置を受
けられる職場の割合 33.6％ 100%

Ⅲ
多
様
な
働
き
方
・
生
き
方
が
選
択
で
き
る
社
会

⑧ 在宅型テレワーカーの数 330万人 700万人
（2015年）

⑨ 短時間勤務を選択できる事業所の割合
（短時間正社員制度等） （参考）8.6% 以下29%

⑩ 自己啓発を行っている労働者の割合 42.1%（正社員）
20.0%（非正社員）

70%（正社員）
50%（非正社員）

⑪ 第１子出産前後の女性の継続就業率 38.0％ 55%

⑫ 保育等の子育てサービスを提供してい
る割合

保育サービス（３歳未満児）
24%（平成21年度末見込み）

44%
（2017年度）

放課後児童クラブ（小学１年～３年）
20.8％

40%
（2017年度）

⑬ 男性の育児休業取得率 1.23% 13%

⑭ ６歳未満の子どもをもつ夫の育児・家
事関連時間

１日当たり
60分 ２時間30分

数値目標の設定に当たっては、以下の数値目標との整合性を取っている。
　・①～③、⑤～⑦、⑩～⑬：「新成長戦略」（平成22年６月18日、閣議決定）
　・①、③、⑤～⑦、⑩、⑪、⑬：「2020年までの目標」（平成22年６月３日、雇用戦略対話）
　・⑧：「新たな情報通信技術戦略 工程表」（平成22年６月22日、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）
　・⑫：「子ども・子育てビジョン」（平成22年１月29日閣議決定）
※ 「新成長戦略」（平成22年６月18日、閣議決定）において、「2020年度までの平均で、名目３％、実質２％を上回
る成長を目指す。」、「２％を上回る実質成長率を実現するためには、それを上回る労働生産性の伸びが必要である。」
とあることを踏まえたもの。
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指標（現状値）の算定方法等

①　就業率
　【総務省「労働力調査」（平成21年平均）】

②　時間当たり労働生産性の伸び率
　【内閣府「国民経済計算」〔連鎖方式〕、総務省「労働力調査」〔年度
平均〕、厚生労働省「毎月勤労統計調査」〔５人以上事業所〕】
　時間当たり労働生産性＝実質GDP／（就業者数×労働時間）として、
2000～2009年度の平均伸び率を算出

③　フリーターの数
　【総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成21年平均）】
　15歳から34歳までで、男性は卒業者、女性は卒業で未婚の者のうち、
①雇用者のうち「パート・アルバイト」の者、②完全失業者のうち探
している仕事の形態が「パート・アルバイト」の者、③非労働力人口
のうち希望する仕事の形態が「パート・アルバイト」で家事も通学も
就業内定もしていない「その他」の者の合計

④ 　労働時間等の課題について労使が話し合いの機会を設
けている割合
　【厚生労働省「平成21年労働時間等の設定の改善の促進を通じた仕
事と生活の調和に関する意識調査」】
　企業規模30人以上の農林漁業を除く全業種から無作為に抽出した企
業における、「労働時間等設定改善委員会をはじめとする労使間の話
し合いの機会」を「設けている」と回答した企業の割合
注 ）労働時間等設定改善委員会での話し合い以外にも、例えば、プロ
ジェクトチームの組織化、労働組合との定期協議の実施、労使懇談
会の開催等が含まれる。

⑤　週労働時間60時間以上の雇用者の割合
　【総務省「労働力調査」（平成20年平均）】
　非農林業雇用者（休業者を除く）総数に占める週間就業時間（年平
均結果）が60時間以上の者の割合

⑥　年次有給休暇取得率
　【厚生労働省「就労条件総合調査」（平成20年）】
　常用労働者数が30人以上の民営企業における、全取得日数／全付与
日数（繰越日数を含まない）

⑦　メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場の割合
　【厚生労働省「労働者健康状況調査」（平成19年）】
　10人以上規模事業所における「心の健康対策（メンタルヘルスケア）
に取り組んでいる」と回答した事業所の割合
注 ）「心の健康対策（メンタルヘルスケア）」の取組内容としては、「職
場環境の評価及び改善」、「労働者からの相談対応の体制整備」、「労
働者への教育研修、情報提供」、「管理監督者に対する教育研修、情
報提供」、「メンタルヘルスケアの実務を行う担当者の選任」なども
含まれる。

⑧　在宅型テレワーカーの数
　【国土交通省「テレワーク人口実態調査」（平成20年度）】
　テレワーカー（※）のうち、自宅を含めてテレワークを行っている
人の数
※ テレワーカーとは、以下のＡ．Ｂ．Ｃ．Ｄ．の４つの条件をすべて
満たす人。

　Ａ．ふだん収入を伴う仕事を行っている
　Ｂ．仕事で電子メールなどのIT（ネットワーク）を使用している
　Ｃ． ITを利用する仕事場所が複数ある、又は１ヶ所だけの場合は

自分の所属する部署のある場所以外である
　Ｄ． 自分の所属する部署以外で仕事を行う時間が、１週間あたり８

時間以上である

⑨ 　短時間勤務を選択できる事業所の割合（短時間正社員
制度等）
　「短時間正社員」の定義：フルタイム正社員より一週間の所定労働
時間が短い正社員をいい、①フルタイム正社員が育児・介護に加え、
地域活動、自己啓発その他何らかの理由により短時間・短日勤務を一
定期間行う場合と、②正社員の所定労働時間を恒常的に短くする場合
の双方を含む。
　「短時間勤務を選択できる事業所の割合」としては、短時間正社員
制度を就業規則に明文化している場合に加え、そのような働き方が選
択できる状態になっている場合も含まれるように調査を実施する予定。
（参考） 人事院「平成17年民間企業の勤務条件制度等調査の結果につ

いて」によれば、100人以上の企業における育児・介護以外の
事由を認める短時間勤務制がある企業数割合は8.6％以下→自
己啓発（1.9％）、地域活動（1.6％）、高齢者の退職準備（1.7％）、
その他の事由（2.3％）（以上複数回答）、事由を問わず認める（1.1%）

⑩　自己啓発を行っている労働者の割合
　【厚生労働省「能力開発基本調査」（平成21年度）】
　常用労働者30人以上を雇用する事業所より無作為に抽出した事業所
に雇用される常用労働者から、無作為に抽出した常用労働者のうち「自
己啓発を行った」と回答した者の割合
注）能力開発基本調査における用語の定義
　正 社 員： 常用労働者のうち、雇用期間の定めのない者であって、

パートタイム労働者などを除いた、いわゆる正社員をいう。
　非正社員： 常用労働者のうち、上記正社員以外の人をいう（「嘱託」、

「契約社員」、「パートタイム労働者」又はそれに近い名
称で呼ばれている人など）。なお、派遣労働者及び請負
労働者は含まない。

　自己啓発： 労働者が職業生活を継続するために行う、職業に関する
能力を自発的に開発し、向上させるための活動をいう（職
業に関係ない趣味、娯楽、スポーツ健康増進等のための
ものは含まない）。

⑪　第１子出産前後の女性の継続就業率
　【国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」（平成17年）】
2000年から2004年の間に第１子を出産した女性について、第１子妊娠
前に就業していた者に占める第１子１歳時にも就業していた者の割合

⑫ 　保育等の子育てサービスを提供している割合―保育
サービス（３歳未満児）―
　【新待機児童ゼロ作戦目標数値より平成21年度末利用児童数を推計、
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成18年12月
推計）（出産中位・死亡中位）】
　保育所利用児童数／３歳未満人口
　 　保育等の子育てサービスを提供している割合―放課後
児童クラブ（小学１年～小学３年）―
　【文部科学省「学校基本調査」（平成21年）、厚生労働省雇用均等・
児童家庭局育成環境課調査（平成21年）】
　放課後児童クラブ登録児童数／小学校１～３年生の就学児童数
注 ）保育等の子育てサービスを提供している割合は、他の目標の進捗
状況によって目標の達成が左右される。

⑬　男性の育児休業取得率
　【厚生労働省「雇用均等基本調査」（平成20年度）】
　５人以上規模事業所における2007年４月１日から2008年３月31日ま
での１年間の配偶者が出産した者に占める育児休業取得者（2008年10
月１日までに育児休業を開始した者）の割合

⑭　６歳未満の子どもをもつ夫の育児・家事関連時間
　【総務省「社会生活基本調査」（平成18年）】
　６歳未満の子どもをもつ夫の１日当たりの「家事」、「介護・看護」、
「育児」、「買い物」の合計の時間
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「仕事と生活の調和」実現度指標の全体図

　「仕事と生活の調和」実現度指標は、我が国の社会全体でみた①個人の暮らし全般に渡る仕事と生活の調和の実現状況と、②それを促進するための
官民の取組による環境の整備状況を数量的に把握し、その進展度合いを測定するものである。

Ⅰ．個人の実現度指標
　「個人の実現度指標」は、５分野毎に指標を測定する。各５分野別の指標は更に、中項目、小項目指標に分かれる。小項目指標を行動指針における「仕
事と生活の調和が実現した社会」で整理することにより、その状況を把握することが可能となる。なお、各指標は、本行動指針で定める数値目標のほ
か、仕事と生活の調和に関連する統計（構成要素）を合成することにより作成する。

別紙２

小　項　目　指　標中項目指標
左記の指標を作成するための構成要素

（標準化※１した各構成要素を合成・指数化する。） 

仕事と生活の調和が実現した社会
就労による経
済的自立が可
能な社会

健康で豊かな生活
のための時間が確
保できる社会

多様な働き方・
生き方が選択で
きる社会  

テレワーカー比率、出勤時間の多様性、正社員に占める短時間雇
用者比率、育児のための勤務時間短縮等の措置の利用状況、育児
休業取得率※２、自己啓発を行っている労働者の割合、非正規から
正規への移動率、「仕事を優先したい」と希望する人の割合と現実
に「優先している」人の割合の差

第１子出産後の継続就業率、女性（25～44歳）の子どもの有無に
よる就業率の差、子どもを持つ女性（25～44歳）の潜在失業率

週労働時間60時間以上の雇用者の割合、時間当たり労働生産性、
通勤時間

正社員とそれ以外の労働者の賃金格差、男女間の賃金格差、管理
的職業従事者及び専門的・技術的職業従事者に占める女性割合 

有業者の家族と一緒にいた平均時間、「家庭生活を優先したい」と
希望する人の割合と現実に「優先している」人の割合の差、一週
間のうち家族そろって一緒に食事をする日数、家族団らんの時に
充実感を感じる人の割合、親子の対話に関する満足度 

３つの社会の実現度は、Ⅰ「仕事・働き方」分野の構成要素から
算出。 

ボランティア活動・社会参加活動の総平均時間、地域活動等をす
る時間や機会への満足度、ボランティア人数の人口比、交際・つ
きあいの総平均時間 

学習・研究の総平均時間、趣味・娯楽等の総平均時間、教養娯楽
サービス（実質消費支出） 

学習・研究の年間行動者率（有業者・無業者別）、趣味・娯楽等の年
間行動者率（有業者・無業者別）、大学院における社会人学生の割
合、社会教育施設における講座等の受講者数の人口比、図書の帯
出者数の人口比、体育施設の一人あたり利用回数 

仕事量を理由に強い不安、悩み、ストレスを持つ人の割合、過労
死等事案の労災補償件数、20歳以上の健康診断等の受診率

※１　「標準化」とは、単位や変動幅が異なるデータ
を同等に扱えるように調整すること。

※２　太字は数値目標（フリーター数については人
口比を採用）。  

年次有給休暇取得率、「休養・くつろぎ」の総平均時間、十分に睡
眠をとっている人の割合

ボランティア活動の年間行動者率（有業者・無業者別）、交際・つ
きあいの行動者率（有業者・無業者別） 

フリーター数の人口比、失業率（求職意欲喪失者を含む。）、低所
得層（第Ⅰ四分位）の賃金（60才未満）、年収200万円以下の所得
者数の割合

女性の就業率（25～44歳）、女性の就業希望率（25～44歳）、女性の再
就職率、60歳代の就業率、60歳代の就業希望率、正社員比率の男女
差、平均勤続年数の男女差

家事・育児・介護等の総平均時間の男女比率、６歳未満の子ども
のいる者の家事・育児の総平均時間の男女比、「夫は外で働き、妻
は家庭を守るべきである」という考え方に賛成の割合

　同　　　　　左　

家族で過ごす時間は
とれているか 

休養のための時間は
あるか

収入面で生活の自立
が可能か 

待遇面での公正性は
保たれているか 

多様な主体が希望に
応じて働けるか 

柔軟に働き方を選択
できるか 

仕事のための拘束時
間が過度に長くなっ
ていないか 

過重な負担となったり、
生活が維持できないよう
な働き方をしていないか 

女性が出産・育児等
に影響なく（継続）
就業できているか

女性や高齢者等も含め
た多様な主体が希望に
応じて働けているか 

個人が人生の各段階におけ
る希望に応じて、柔軟に働
き方を選択できているか 

家庭内での男女の家
事・育児等への関わ
り方はどうか

仕事を通じて心身の
健康を害することは
ないか 

多様な主体が学習や
趣味・娯楽等を行っ
ているか 

学習や趣味・娯楽等
のための時間はある
か 

多様な主体が地域・
社会活動等に参加で
きているか 

希望する人が地域・
社会活動等に参加で
きているか 

５分野、中項目及び小項目毎に合成指標を作成する。これによ
り、個人の実現度指標の進展度合を測ることが可能となる。

仕
事
・
働
き
方
　
指
標

家
庭
生
活
指
標

地
域
・
社
会
活
動
指
標

学
習
や
趣
味
・
娯
楽
等
指
標

健
康
・
休
養
指
標
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Ⅱ．環境整備指標
　環境整備指標については、分野を設けず一つの指標として測定する。なお、同指標は、本行動指針で定める数値目標のほか、仕事と生活の調和に関
連する統計（構成要素）を合成することにより作成する。

左記の指標を作成するための構成要素
（標準化※１した各構成要素を合成・指数化する。）

仕事と生活の調和が実現した社会
就労による経
済的自立が可
能な社会

健康で豊かな生活
のための時間が確
保できる社会

多様な働き方・
生き方が選択で
きる社会  

次世代法に基づく一般事業主行動計画策定・届出企業数、次世代
法に基づく認定企業数、ワーク・ライフ・バランス実施企業を表
彰する制度を設けている自治体割合、短時間勤務を選択できる事
業所の割合（短時間正社員制度等）、育児・介護のための勤務時間
短縮等の措置の制度がある事業所の割合、育児・介護休業制度の
規定有り事業所割合、子の看護休暇制度の規定有り事業所割合、
正社員への転換制度がある事業所割合、リフレッシュ・ゆとり活
動に対する支援・援助制度がある企業割合、職員のボランティア
活動に対する支援・援助制度がある企業割合、労働者の自己啓発
を支援している事業所割合、社会人特別選抜実施校数、社会教育
施設における学級・講座数、特定非営利活動法人認証数（累計）、
シルバー人材センター会員数、公契約の評価項目にワーク・ライ
フ・バランス取組を採用している自治体割合

保育サービスを提供している割合（３歳未満児）、児童福祉法に基
づく特定市区町村の数、認定こども園の数、放課後児童クラブを
提供している割合、放課後子ども教室の実施箇所数、病児・病後
児保育の実施箇所数、要介護・要支援認定者数に対する居宅介護
（支援）サービス受給者数

労働時間等の課題について労使が話し合いの機会を設けている割
合※２、長期休暇制度のある企業割合

公共職業安定所の求職者の就職率、離職者訓練終了後の就職率

メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業所割合、健康づくりに
取り組んでいる事業所割合

※１　「標準化」とは、単位や変動幅が異なるデータ
を同等に扱えるように調整すること。

※２　太字は数値目標

働き方・生き方を選
べる機会が設けられ
ているか

健康を維持するため
の機会が設けられて
いるか

働きながら様々な活
動を行う機会が設け
られているか

収入面で自立する機
会が設けられている
か

地域での支援サービ
ス等を得られる機会
が設けられているか

環

境

整

備

指

標

合成指標を作成する。これにより、環境整備の進展度合を測
ることが可能となる。
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